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１. はじめに 

大規模地震の直後は停電，通信系統の被害，被災

地の混乱などにより，被災地の実被害に関する情報

の発信・受信が大幅に遅れ，被災地内外の対応要員

は迅速かつ効率的な対応行動をとることが困難であ

る．そのため限られた情報から被災地の被害を推定

し，それに基づき対応行動をとることが行われてい

る． 

本論文では大規模地震時に，被災地域に広く分布

する多数の建物の被災可能性を短時間で判定し，そ

の結果を関連するコンテンツと共に情報端末へ分か

り易く表示することにより，地震直後の初動を支援

するシステム“BCP-Map”を構築した． 

 

２. 従来の技術とそれらの問題点 

地震の直後にはいくつかの機関が様々な形で地震

や地震動に関する情報を提供している．またこれら

の地震情報を元に，広域に多数分布する建物群の被

害を推定し，その結果を地図に重ねて表示するシス

テムが多く提案されている． 
そのような一例として南部(2007)がある．これは

個々の建物の地震による被害を推定し，その結果を

マーカーの色や形で区別し，GIS 等を用いて震度分

布地図上にプロットしている． 

しかしプロット図による表現では，建物群が十分

まばらに分布している場合は，建物のマーカー同士

が重ならず空間的分布を直感的に把握することがで

きるが，建物群が密に分布している場合は建物のマ

ーカー同士が接したり重なったりするため，どの程

度密なのかを把握しにくくなる． 

GIS 等では利用者がズームレベル（縮尺）をある

程度任意に変更することができるので，十分ズーム

イン（拡大）すれば建物のマーカー同士が重ならな

くなるが，同時に広域の分布を把握することはでき

なくなる． 

また個々の建物の被害推定結果を区別してプロッ
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トする場合，ある地域的広がりの中で，被害の可能

性が高い建物が多いのか低い建物が多いのかを，一

瞥して把握することはできない． 

さらに，緊急地震速報（予報）の最終報で得られ

る点震源の情報をもとに距離減衰式を用いてメッシ

ュ毎の震度推計値を求めているため，その値には相

当の誤差が含まれており，その値をもとに推定され

る建物の被害にも相当の誤差が含まれるという問題

点もあった． 

上述のような問題点を回避するため，建物の被害

棟数等を地域メッシュ単位で集計し，メッシュを色

分けして表示することも行われている． 

例えば防災科学技術研究所(2014)の防災クロスビ

ューでは，4 分の 1 地域メッシュ（約 250m 四方）毎

の震度推計値を元に，メッシュ内の全ての建物の全

壊棟数，半壊棟数を推計し地図に可視化している．

数多くの地震計により観測された震度等の値を面的

に補間して得られた震度分布であるため，距離減衰

式による震度分布よりも震度推計値の誤差は小さい

と考えられる．しかしメッシュ毎の全壊棟数の分布

は把握できるものの，全壊，半壊，無被害の割合を

同じ画面で把握することはできない． 

 

３. システムの概要 

本システムのデータ処理の流れを図 1 に示す． 

個々の建物の位置と，地震被災可能性を判別する

のに必要な建物データを，予めデータベース化して

おく． 

国内の最大震度が震度 5 弱以上の地震が発生する

と，地震の規模にもよるが 5～30 分程度で気象情報

提供機関から震度分布等のデータが送られてくる．

そのデータを地理院タイルに変換・格納する．また

建物データと共に用いて被災可能性の判定を行う．

最後に建物の空間分布と表示縮尺に応じた適切な領

域区分毎に集計し，震度分布図に重ねてパイチャー

トで表示する． 

 

４. 建物データ 

個々の建物の被災可能性を判定するため，建物の

ID，名称，位置，構造種別，地上階数，築年等のデ

ータベースを持つ（表１）．構造種別は，後述する被

災可能性の判定手法に対応して鉄筋コンクリート造

(RC)／鉄骨鉄筋コンクリート造(SRC)／鉄骨造(S)の

3 種類に分類する．木造については被災可能性判定

の対象外とする． 

後述する被災可能性判定手法では建物の階数をパ

ラメータとして用いるため，データ化しておく．た

だし 15 階を超える建物は，被災可能性判定の対象

外としている．これは，判定手法の構築に用いた建

物サンプルデータの中で 15 階を超える建物がなか

ったことに加えて，計測震度のみを外力指標として

被害を推定することに無理があると考えられるであ

る． 

築年は建築基準法の改正時期との対応から 1970

年以前／1971～1980 年／1981 年以降の 3 区分とす

る．ただし耐震改修済みの建物は，1981 年以降相当

とする． 

 

表 1 建物データの内容 

項目 内容 

ID 建物毎にユニークな自然数 

名称 建物名称等 

位置 緯度経度（世界測地系） 

構造種別 
鉄筋コンクリート造(RC)／鉄骨鉄筋

コンクリート造(SRC)／鉄骨造(S)／
（木造は対象外） 

地上階数 15 階以下を対象とする 

築年 
1970 年以前／1971～1980 年／1981
年以降，ただし耐震改修済みの建物

は 1981 年以降相当とする 
 

気象情報提供機関 

震度分布データ 

建物データ 

被災可能性判定 

建物数を地域毎に被災可能性別に集計し， 

パイチャートを震度分布に重ねて表示 

震度分布図化 

図 1 データ処理の流れ 
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５. 推計震度分布 

地震の直後にはいくつかの機関が様々な形で地震

動に関する情報を提供している．例えば気象庁（20

08）は，気象庁や地方公共団体等の震度計で観測さ

れた各地の震度データを元に，基準地域メッシュ（約

1km 四方）毎の震度推計値を地震発生後おおよそ 3

0 分以内に提供している．なお気象庁は，推計震度

分布図を活用する場合，大きな震度の面的な拡がり

具合やその形状に着目することが重要，推計された

震度の値は場合によって１階級程度異なることがあ

る，としている <https://www.data.jma.go.jp/svd/eew/d

ata/suikei/kaisetsu.html>． 

本報告のシステムにおいては，開発着手当時では

一般に入手できる唯一の推計震度分布データであっ

た気象庁のものを用いている．データは契約してい

る気象情報提供機関から VPN 回線経由でプッシュ

配信される． 

その後いくつかの機関から 4 分の 1 地域メッシュ

毎の震度推計値が提供開始されている．産業技術総

合研究所地質調査総合センター（2013）は国内最大

震度 3 以上の地震について，防災科学技術研究所が

公開する地震観測記録を元に，4 分の 1 地域メッシ

ュ毎の最大地動速度と震度の推定値を提供している． 
また(NPO)リアルタイム地震・防災情報利用協議

会（2018）は防災科学技術研究所の「リアルタイム

地震被害推定情報」を配信しており，4 分の 1 地域

メッシュ毎の震度推計値等が CSV 等のデータ形式

で得られる． 

本報告のシステム内部では 4 分の 1 地域メッシュ

のデータにも対応できるようになっているものの，

現時点での実運用の中ではそれらのデータを用いて

いない． 

 

６. 震度情報，地震情報の格納 

気象庁は国内最大震度５弱以上の地震について，

震度階級 4 以上と推計された基準地域メッシュの震

度推計値を，気象情報提供機関を通じて配信する．

受信した震度推計値にはデコード等の処理を行った

後に，地理院タイル形式のズームレベル 0 から 12 ま

でのタイル画像として格納する．併せて観測点の震

度階級も同様に，別レイヤのタイル画像として格納

する． 

本システムでは，震度情報や地震情報（震源情報

等）の検索に対応するため，タイル画像の作成と併

せて，地震毎の地震情報，基準地域メッシュ毎の震

度推計値，観測点震度階級を地理空間情報拡張デー

タベースに登録する．地震情報については震源情報

等をパラメータとして，震度情報については地震 ID

と緯度経度をパラメータとして，それぞれ WebAPI

で検索することができる． 

 

７. 被災可能性判定 

各建物の緯度経度に対応したメッシュの震度推計

値と，構造種別，地上階数，築年から，各建物の損

失比を推定し，被災可能性を判定する． 

建物の損失比推定においては，建物の部位を内外

装，躯体，設備，その他に分けて，構造種別と建築

年代に応じてそれぞれのフラジリティ曲線を設定す

る（石川ほか，2006）．次に，建物の応答を簡易応答

評価式（田村ほか，2005）により算定し，各層の応

答(層間変形角，層間変形，層の応答加速度等)を評価

し，上記の各部位のフラジリティ曲線と対応する応

答値により損失比を推定する．奈良岡ほか（2014）

により，建物の各部位のコスト比は等しいと仮定し

て各部位の損失比の平均により建物全体の損失比を

推定する． 

奈良岡ほか（2014）は，2011 年東日本大震災時の

1260 棟の建物の被災度調査結果にもとづき，損失比

と被災可能性との関係を表２のように整理した．表

2 にもとづき本報告では建物毎に損失比 0.3%以下を

「被災可能性：低」，0.3～0.5%を「被災可能性：中」，

0.5%超えを「被災可能性：高」と区分して，建物棟 

 

表 2 建物の損失比と被災可能性の関係 

被害別 
割合 

損失比 

「無被害」また

は「ほとんど無

被害」の割合 

「部分的な被害あ

り」または「顕著な

被害あり」の割合 

0.3%未満 約 70% 約 30% 

0.3～0.5% 約 50% 約 50% 

0.5%超え 約 30% 約 70% 
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数を集計する．例えば，「被災可能性：高」の建物が

10 棟あれば，そのうち約 3 棟は「無被害」または「ほ

とんど無被害」であり，約 7 棟は「部分的な被害あ

り」または「顕著な被害あり」と推定する． 

 

８. 判定結果のパイチャート表示 

本システムの画面は閲覧ソフトでの表示を可能と

するため JavaScript で作られている．地図の表示に

はオープンソースのライブラリである leaflet 

<https://leafletjs.com/> を用いている． 

leafletにはmarkerclusterというプラグインがある．

これは地域に分布する多数のポイントを，表示して

いる縮尺に応じた適切な領域毎にクラスター化して，

領域内の代表点にシンボルを表示するものである 

<https://github.com/Leaflet/Leaflet.markercluster>．クラ

スター化したポイントの合計値をシンボル内に示し

たり，合計値の大小によってシンボルの色を変えた

りすることができる． 

本報告のシステムではこの markercluster をさらに

加工し，シンボルを被災可能性別のパイチャートと

し，合計値の大小に応じてパイチャートの大きさを

多少変えるとともに，被災可能性毎の棟数も表示す

る． 

国，都道府県や市区町村といった行政機関にとっ

ては，例えば建物被害棟数等を行政界単位で集計し，

コロプレスマップで表示したり行政界毎にパイチャ

ートを表示したりすることに，一定の有用性がある

と考えられる．しかし例えば民間企業等は必ずしも

行政界にとらわれることなく災害対応を行う場合が

あり，その際には行政界単位の集計よりも，本シス

テムのような空間的分布表現がより有効と考える． 

 

９. 実地震時の表示例 

本システムは試験運用や改良を経て 2018 年 4 月

に実運用を開始し，その後 2021 年 8 月までに 28 の

地震データを受信し，処理を行った．その一例とし

て，2021 年 2 月 13 日 23 時 08 分頃の福島県沖の地

震の際の画面表示を図 2，3 に示す．気象庁の推計震

度分布と観測点震度が震度階級別の色で，地理院地

図の上に表示されている．ただし建物群については，

サンプルデータの被災可能性判定結果を表示してい

る． 

図 2 はズームレべル 7 の表示である．福島県中通

りに建物のクラスターがあり，半数近くの建物が被

災可能性：高となっている一方，関東地方には多く

の建物があり，その大半が被災可能性：低となって

いる． 

地図を拡大するにつれて建物のクラスターは細か

く分散していき，相対的に孤立している建物はクラ

スターに含まれず単独のシンボルで表示される．ズ

ームレベル 12 以上になると表示領域内の建物のリ

ストが被災可能性の高い順に左下に表示される．ズ

ームレベル 17 の表示例を図 3 に示す．リスト内の

建物名称をクリックすると，当該建物にズームイン

し，建物属性や推計震度値，被災可能性が吹き出し

表示される． 

また画面の右上には建物名称による検索窓が設け

られており，部分一致した建物のリストを窓の下に

表示する．このリスト内の建物名称をクリックする

と，当該建物にズームインして属性等を吹き出し表

示する．この他，表示する建物群を，一定の震度以

上の地域に存在する建物群のみに絞り込むことがで

きる． 

これらの機能により，地震直後で被災地の情報が

入ってこない段階でも，この図から例えば福島県中

通りで被害が発生している可能性が高いこと，そし 

 

 
図 2 2021年 2月 13日の福島県沖の地震の表示例

（ズームレベル 7） 
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図 3 2021年 2月 13日の福島県沖の地震の表示例

（ズームレベル 17） 

 

て被災地にどのような建物があってどの程度被災し

ていそうかということから，特定の建物の被災可能

性までを素早く把握でき，緊急対応の検討に非常に

有用と考えられる． 

筆者らの組織では，最大震度 6 弱以上の地震が発

生すると災害対策本部を立ち上げることとなってい

る．同じ最大震度 6 弱以上であっても地震によって

被害の様相は様々であり，本システムから地震直後

に被害の全貌がある程度推測できることから，緊急

対応の検討に有効に活用されている． 

 

１０. おわりに 

大規模な地震では広範囲にわたって多くの建物が

被害を生ずる．被害の迅速な調査や復旧のために，

被害の大きい建物はどの地域に多いのか，空間的分

布の概略を素早く把握する必要がある．その際に

javascript のライブラリ leaflet の markercluster プラグ

インを活用した本システムは極めて有効である． 

建物の被災可能性判定手法については，2011 年東

日本大震災時の建物被災度調査結果のみを用いてい

る点にやや問題が残る．その後のいくつかの被害地

震でも，まとまった数の建物被災度調査を行った事

例があるので，それらのデータも用いて手法の検証

や改良を行うことが，今後の課題となる．また現状

では対象外としている，木造と 15 階を超える建物

の被災可能性判定手法について検討することも，今

後の課題となる． 

推計震度分布については，多少なりとも精度を高

めるためには，4 分の 1 地域メッシュを利用するこ

とが有効と考えられ，今後は 4 分の 1 地域メッシュ

のデータの利活用が普及していくと予想される．そ

の際には，基準地域メッシュのデータと比較すると

データ量が 16 倍となるため，アルゴリズムの高速

化や計算機資源の増強も課題となる． 
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